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事例
1　事案の概要
(1)　はじめに
　本件は、X社（原告）が平成１５年３月期ないし平成１７年３月期の各事業年度
（以下「本件各事業年度」という。）において、親会社（以下「P社」という。）に対して行った外壁等の売上値引き及び単価変更による売上の減額（以下「本件売上値引き等」という。）が、法人税法３７条に規定する寄附金に該当するとして、M税務署長が法人税の各更正処分及び過少申告加算税又は重加算税の賦課決定処分（以下「各決定処分等」という。）を行ったことから、X社が、期初に設定された取引価格は暫定的な価格であり、X社のP社に対する販売価格は期末に決定されるものであるなどと主張して、国Y（被告）に対し各更正処分等の取消しを求めた事案である。
(2)　前提事実
X社は、P社が外壁等の製造部門を分社化して設立した同社の１００％出資子会社である。P社は、X社のほか、ユニット住宅のユニットを生産する子会社８社（以下「ユニット生産８社」といい、X社とユニット生産８社を併せて「本件各子会社」という。）とともに、住宅ユニットの生産事業を営んでいる。X社は、製造した外壁をP社に販売し、P社はそれをユニット生産８社に販売している。そして、ユニット生産８社は、この外壁等を使用して生産した住宅ユニットをP社に販売している。X社とP社は、「取引基本契約書」（以下「本契約書」という。）及び「購入価格及び支払方法に関する覚書」（以下「本件覚書」といい、本契約書と併せて「本契約書等」という。）を取り交わし、外壁の製造・売買に関する合意をしている。
P社とX社との間における外壁の購入価格の設定方法については、各半期における「生産会社方針検討会（P社関係役員及び本件各子会社代表者による実績見込等協議会）」の開催後、P社はX社に対して「購入価格暫定通知の件」と題する書面にて、各半期の期初の前日までに、X社から購入する外壁について、期初における取引価格（以下「当初取引価格」という。）を設定して通知していた。調整額及び期末決定価格に関しては、P社は、本件各子会社に対し、各半期の期末において、期末における値増・値引き調整を決定して、「期末値増・値引き調整決定の件」、「ユニット購入単価決定通知の件」などの書面により、その調整額（以下「期末調整額」という。）を通知していた。P社とX社との間の決済状況は、おおむね本件覚書２条の支払条件に従い、当初取引価格を基に算定した代金を請求し、決済された後、各半期の期末において、売上値引きを行った。
2　争点
本件の争点は、本件売上値引き等が法人税法３７条に規定する寄附金に該当するか否か、すなわち、①本件各事業年度におけるX社とP社間の外壁販売取引に係る契約において合意されたとみるべき外壁の契約価格は、当初取引価格か期末決定価格か、②本件売上値引き等は、単にX社の利益をP社に付け替えるだけのものであって、通常の経済取引として是認できる経済的合理性を有しないものか否かという点である。
3　当事者の主張
(1)　Yの主張
①　本件販売契約における外壁の取引価格は、生産会社方針検討会で決定された当初取引価格であること
(ｲ)本件覚書によると、外壁の取引価格は、「原則として合理的な原価計算の基礎に立ち、甲乙協議の上決定する」とされており、当初取引価格は、合理的な原価計算を行い決定されたものといえる。(ﾛ)本件覚書２条において代金支払条件は、「毎月末日締切、翌月末日払い」に従い決済がされている。(ﾊ)生産方針検討会において外壁の当初取引価格が決定されている。(ﾆ)X社とP社は、各決済時において、現に支払われている金額が確定している取引金額であると認識している。(ﾎ)X社だけが特殊な事情を抱えているとは認められない。以上の点から、Yは、期末取引価格を採用する理由はなく、当初取引価格であることは明らかであると主張した。
②　本件売上値引き等は、単にX社の利益をP社に付け替えるだけのものであって、通常の経済取引として是認できる合理的理由はないこと
　(ｲ)売上値引き等の調整手法は、X社の利益にのみ着目して売上値引き等を算定し、単にP社とX社の利益調整のために行われたものである。(ﾛ)X社の差異分析方法は是認することはできない。(ﾊ)P社に帰因する影響額が販売先であるP社に帰属するものとするX社の主張は誤りである。(ﾆ)X社は、期末にしか価格を決定することはできない旨主張するが、原価企画活動において設定した目標原価は期初に決定することができるからX社の主張には理由がない。以上の点から、Yは、本件売上値引き等は、単にX社の利益をP社に付け替えるだけのものであって、その実質は単なる贈与ないし債権放棄であり、通常の経済取引として是認できる合理的な理由はないため、その金額は法人税法３７条７項の寄附金に該当すると主張した。
(2)　X社の主張
①　当初取引価格は本件販売価格における契約価格ではないこと
(ｲ)当初取引価格が契約価格であるとすると、P社の転売価格がゼロとなってしまう。(ﾛ)顧客からの注文に基づく完全受注生産によってしか生産されず、期初に合理的な予測を立てることが不可能であること、X社はP社以外と取引することが禁じられていたこと、X社に受注変動リスクを負わせないこととする必要性が存在していたこと等から期末に決定される価格となる。また、本件覚書の支払条件に従って代金が支払われたからといって、それが契約価格になるわけではない。(ﾊ)X社は、顧客の要望に添ったオーダーメードであるため、受注内容は全く予想不能な変動内容を遂げるものであり、期初段階で期中における受注内容を合理的に予測することは不可能である。以上の点から、X社は、当初取引価格は本件販売契約における契約価格ではないと主張した。　
②　期末決定価格が本件販売契約における契約価格であること
(ｲ)X社の原価管理及び差異分析の手法は、期初の仮定と期末時点の実績見込みとの差異の発生原因を分析したもので、合目的的なものである。(ﾛ)本件外壁の取引においてX社は受注量変動リスクを一切負わない以上、量変動の影響額は全てP社に帰属するものである。(ﾊ)X社は、専属下請子会社であるから、赤字を回避し、安定的に事業を継続できるようにするため、外壁の取引価格は、X社による生産・加工の総コストをカバーする価格でなければならず、生産原価は期末にならないと確定しない。(ﾆ)期末決定価格は公正価格であること、X社の１年間の取引で5,000万円程度の利益実績があることからみても、外壁の取引価格の決定方法が極めて合理的であったことが明らかである。(ﾎ)Yは、X社とP社間で行われている期末の価格決定行為が、税負担逃れのための利益調整である旨主張するが、例えば２０００年上期にP社から値増しを行ってX社が納税したことに照らしても理由がない。以上の点から、X社は、本件覚書１条１項の「合理的な原価計算の基礎に立ち、甲乙協議の上決定」された外壁の価格は期末決定価格であると主張した。
③　本件売上値引き等が寄附金に当たらないこと
X社は、本件売上値引き等は合理的な原価計算による公正価格への変更であって、実質的贈与性を欠いている。したがって、本件売上値引き等は寄附金に当たらないと主張した。　
4　裁判所の判断
(1)　本件販売契約において合意されたとみるべき外壁の契約価格について
(ｲ)認定事実等から、当初取引価格は後に改定が予定された暫定的なものとして扱われているとみるのが自然である。(ﾛ)生産会社方針検討会において、当初取引価格を契約価格とする旨の決定がされていたと認めるに足りる証拠がない。(ﾊ)生産会社方針検討会の議事録等からみても契約価格を決定したものとまでは推認することはできない。(ﾆ)一律に各半期を通じて当初取引価格を契約価格として定めているとすれば、企業活動として不自然なものであるといわざるを得ない。(ﾎ)実際に毎月末日に支払われた金額が当初取引価格であったとしても、当初取引価格が契約価格をして合意されていたと推認することまではできない。以上の点から、東京地裁は、当初取引価格は予定されている数値にすぎず、P社とX社との間で本件販売契約上の契約価格として合意されていたとするには相当疑義があるといわざるを得ないと判示した。
(2)　価格決定方法には合理性があり、税負担を逃れるための利益調整ではない旨のX社の主張について
東京地裁は、X社がP社に対して販売する外壁につき、差異分析方法により、取引価格を決定するという内容の契約を締結することは、企業の事業活動のあり方として一概に不合理であるとまでは断ずることはできず、その原価計算及び損益算定方法の内容について不合理な点がなく、税負担を逃れるための恣意的な利益調整でないと評価されるものであるとすれば、本件覚書１条１項の「合理的な原価計算の基礎に立ち、P社・X社協議の上決定する」との定めに合致するものと解することが相当であるとした。
(3)　「合理的な原価計算の基礎に立ち、P社・X社協議の上決定した価格」
以上の検討によれば、本件販売契約における契約価格は、各半期における期末決定価格又は期中決定価格であると認められる。以上と異なり、本件販売契約において合意された契約価格を当初取引価格と認めた上、その後に債権放棄又は取引価格変更合意があったと認めるべきとするYの主張は、真実の法律関係から離れて構成するものであり、採用することができない。
　したがって、X社からP社に対し、経済的にみて贈与と同視し得る資産の譲渡又は利益の供与がされたとは認められないから、本件売上値引き等は、法人税法３７条７項の寄附金に該当しない。
なお、法人税法３７条８項は、内国法人が資産の譲渡又は経済的な利益の供与をした場合において、その譲渡又は供与の対価の額が当該資産の譲渡の時における価額又は当該経済的利益のその供与の時における価額に比して低いときは、当該対価の額と当該価額との差額のうち実質的に贈与又は無償の供与をしたと認められる金額は、同項の寄附金の額に含まれると定めている。しかし、本件において、Yは、同項に基づく主張はしておらず、またX社とP社間の外壁の価格と、外壁の市場価格の差額の存在及び額を認めるべき証拠はないから、本件売上値引き等は、法人税法３７条８項の寄附金に当たるとはいえない。
東京地裁は、以上のとおり判示しYの主張を斥けた。
問題点
①本件の争点は、親子会社間取引における売上値引き等が寄附金に該当するか否か、②その売上値引き等が通常の経済取引として是認できる経済的合理性を有するか否かにあった。
本稿では、まず寄附金の意義を検討した上で、Yが主張した「私法上の法律構成による否認」について検討していくこととする。　　
検　討
1　寄附金の意義
　金子宏教授は、寄附金とは、「その名義のいかんを問わず、金銭その他の資産または経済的利益の贈与または無償の供与のことである（３７条７項）」とされ
、また、「無償」とは、「対価またはそれに相当する金銭等の流入を伴わないことを意味していると解するべきであろう。…なお、資産の譲渡または経済的利益の供与がその時価相当額よりも低い対価で行われた場合において、その差額のうち実質的に贈与または無償の供与をしたと認められる金額は、寄附金の額に含まれる（３７条８項）。ここに時価とは客観的な市場価値のことであり、『実質的に贈与したと認められる』とは当事者間に贈与契約がなくても経済的にみて贈与と同視しうる場合を意味していると解すべきであろう。」と論じられる
。
　また、「その経済的利益の供与につき経済取引として十分に首肯しうる合理的理由がある場合には、経済的利益の供与は寄付金にはあたらないと解するべきである（東京高判平成4年9月24日行裁例集43巻8＝9号1118頁。…）。」とされる
。
　なお、法人税法３７条１項が損金算入限度額という形式基準で損金算入を制限しているのは、寄附金が対価性のない支出で、法人の事業の関連する経費とは必ずしもいい難く多分に利益処分としての性格を有しているが、その一方で法人の事業に関連のある寄附金が全くないとはいえず、そのような寄附金にあっては、事業に関連するものかどうかの判定が困難であるからと考えられる。このように、寄附金とは、利益処分であり、対価性のない支出と考える見解（非対価説）が通説であり、課税実務でもある
。
2　Yの主張と裁判所の事実認定
について
「事例」3(1)のとおり、Yは、(ｲ)X社とP社間における外壁販売の契約価格は、当初取引価格である、(ﾛ)本件売上値引き等は、独立企業間の通常の経済取引として是認できる合理的理由がないのに、債権を放棄し、又は後に取引価格を変更したものである、(ﾊ)したがって、本件売上値引き等は、経済的にみて贈与と同視し得る利益の供与であるから、法人税法３７条７項の寄附金に該当すると主張している。
　この点について、裁判所は、まず法人税法３７条７項にいうところのX社がP社に対して経済的利益の贈与をしたか否かを判断するための事実認定をしている。そこでは、Yのかかる主張・立証につき、「～とまでは推認することができない。」「企業活動として相当に不自然であるといわざるを得ない。」「合意されていたとするには相当疑義があるといわざるを得ない。」「相当困難であるといわざるを得ない。」「必ずしも不合理とまではいえないと解されるところである。」という表現を用いて、Yの主張を否定している文言が多くみられる。
　これは、Yの主張につき、直接証拠より要件事実を認めることはできないとし、かつ間接事実から経験則を駆使しても認められることはできない
として、最終的に、東京地裁は「Yの主張は、真実の法律関係から離れて法律関係を構成するものであり、採用することができない。」と判示しているのである。
3　「私法上の法律構成による否認」について

「私法上の法律構成による否認」とは、課税要件事実の認定を当事者が採用した外観や形式にとらわれず、当事者が意図したであろう私法上の事実関係を前提として法律構成し、課税要件の当てはめを行うことによって租税回避行為を否認する手法であるとされる
。
　「私法上の法律構成による否認」については、学説上も賛否両論である。否定的な見解として、例えば、末崎衛教授は、「具体的な法律の根拠なくして（広義の）租税回避行為を否認することができるとするものであり、課税庁、裁判所にとってはその意味で用いやすい手法ということができよう。実際に、課税庁は、近時、この手法によって課税処分を行う傾向があるようである。しかし、私法における当事者の意思解釈、契約解釈の手法による限り、『私法上の法律構成による否認』の手法により（広義の）租税回避行為を否認できる場合は、実際には極めて限られるであろうし、この『理論』が実際には私法上の意思解釈・契約解釈の手法によらずに当事者の『真意』を無視した『あるべき法律関係』を策定しようとするものであること、また、その適用において恣意的な解釈がされる危険があることからしても、具体的事件における適用は極めて制限的になされるべきである。」と論じられる
。　
一方で、肯定的な論者である今村隆教授は、「私法上の法律構成による否認」は、「税法固有のものではなく、私法上の事実認定あるいは契約解釈の方法によるものであり、このような認定方法がとられることは当然のことである。①そもそも当事者の選択した法形式での契約が民法上成立しているか、②あるいは、契約が成立したとしても、その真実の法的性質は、当事者の選択した法形式と一致するか否かが問題とされるべきと考える。」と論じられる
。
なお、金子宏教授は、「私法上の法律構成による否認」について、「何が私法上の真実の法律関係であるかの認定は、取引当事者の効果意思に即して、きわめて慎重に行われるべきであって、私法上の法律構成の名のもとに仮にも真実の法律関係から離れて、法律関係を構成しなおすようなことは許されないと考える。」と述べておられ
、この手法に対しては消極的である。
4　私法上の法律構成による否認に係る裁判例
「私法上の法律構成による否認」に係る裁判例には多くのものがあるが、ここでは、これを肯定し国側勝訴とした裁判例と否定して納税者勝訴とした裁判例を紹介する。
(1)　映画フィルム・リース事件（大阪高裁平成12年1月18日判決・訟月47巻12号3767頁）
この事件では、本件取引は租税回避を意図・動機としてされた行為であるとして、納税者の減価償却費の損金算入が否認された。
すなわち、大阪高裁は、納税者が映画フィルムに関して締結した各契約の内容を検討した結果、納税者において当該映画フィルムの根幹をなす部分の権利行使がことごとく排除されていると解されること、さらに、納税者が当該取引により映画興行による利益のほか課税上の優遇措置を受けられ得るとの説明を受けていたことを指摘し、当該納税者は専ら租税負担の回避を図ることを意図・動機として本件取引を行ったものであり、納税者において真実に映画フィルムの所有権を取得したものではないと認定した。そして、「仮に法文中に明文の規定が存しない場合であっても、租税回避を意図・動機としてされた行為に対しては、当事者が真に意図した私法上の法律構成による合意内容に基づいて課税が行われるべきである。〔下線筆者〕」と説示している
。
(2)　岩瀬事件（東京高裁平成11年6月21日判決・判タ1023号165頁）
この事件では、当事者間で締結された「私法契約」を前提に租税法は適用されるとして、私法上の法律構成による否認を否定し、納税者の主張が認められた。
すなわち、東京高裁は、「本件取引のような取引においては、むしろ補足金付交換契約の法形式が用いられるのが通常であるものとも考えられるところであり、現に、本件取引においても、当初の交渉の過程においては、交換契約の形式を取ることが予定されていたことが認められるところである…。しかしながら、最終的には本件取引の法形式として売買契約の法形式が採用されるに至ったことは前記のとおりであり、そうすると、いわゆる租税法律主義の下においては、法律の根拠なしに、当事者の選択した法形式を通常用いられる法形式に引き直し、それに対応する課税要件が充足されたものとして取り扱う権限が課税庁に認められているものではないから、本件譲渡資産及び本件取得資産の各別の売買契約とその各売買代金の相殺という法形式を採用して行われた本件取引を、本件譲渡資産と本件取得資産との補足金付交換契約という法形式に引き直して、この法形式に対応した課税処分を行うことが許されないことは明かである。〔下線筆者〕」と説示している
。　　
「私法上の法律構成による否認」については、未だ租税行政庁の権限として認められるか否かを明確に判断したものはない。本件は否定した立場をとった事案であるといえる。　
結論
本件において、東京地裁は、適正な事実認定を行い、「Yの主張は、真実の法律関係から離れて構成するものであり、採用することができない。」として、X社の主張を認める判断を行っている。筆者はかかる判旨に賛成である。
本件におけるM税務署長の税務調査後における更正処分は、いささか理由附記等に無理がある論理であったと思われる。すなわち、M税務署長が私法上の法律構成による否認により、本件売上値引き等について法人税法３７条７項の規定により寄附金認定したものであるからである。この手法には筆者としては同意できないが、それは、租税回避行為を全面的に容認する立場ではない。租税行政庁には、納税者が租税回避を意図して行った行為について否認する権限がある。もしそれがないとするならば、租税回避行為を行った者が不当な利益を受け、通常の法形式を選択した者との間に不公平が生じることとなる。このような場合において、租税行政庁には、一定の要件を満たせば、同族会社の行為計算の否認規定（法法132、所法157、相法64等）、あるいは個別否認規定（法法34、所法33①括弧書き等）によって更正処分等を行うことが認められているのである。
しかし、通常行われる納税者の経済活動に対し、租税行政庁が「私法上の法律構成による否認」といった明文化されていない手法を用いて課税を行うことは、租税法律主義にいうところの法的安定性、予測可能性及び課税要件法定主義に反するもので、到底許されるものではないと考える。
武富士事件において、須藤正彦裁判官は、補足意見として「明確な根拠が認められないのに、安易に拡張解釈、類推解釈、権利濫用法理の適用などの特別の解釈や特別の事実認定を行って、租税回避の否認をして課税することは許されないというべきである。そして、厳格な法条の解釈が求められる以上、解釈論にはおのずから限界があり、法解釈によっては不当な結論が不可避であるならば、立法によって解決を図るのが筋であ〔る〕」と説示している。筆者も、租税行政庁は、立法上規定されている否認規定以外の法理を用いるべきではなく、納税者間の公平を維持する上で一定の措置が必要である場合には、新たな個別否認規定を法定化すべきであると考える。　
私法上の法律構成による否認の手法の是非に関しては、上述のとおり、学説及び裁判例においても見解が分かれるところである。本件において、東京地裁は、Yの主張する法律構成を是認することはできないと判示するにとどまり、「私法上の法律構成による否認」の手法の是非については触れられていない。本件は、主張・立証するための証拠等が乏しいこともあり、Yが控訴していないため裁判例の一つとしての位置づけでしかないが、今後このような判断が最高裁において判例として確立していくことを望むところである。
平成２３年１２月の国税通則法改正によって、全ての更正処分等に対し理由附記が義務付けられることとなった。これにより、租税行政庁における「課税要件の認定、充足」の判断には、より厳格さが求められることになったといえる。
本件は、今後、実務家である税理士に求められる事実認定や適用される税法の課税要件の充足性に係る判断の重要性といった点をクローズアップした意義のある事例であったといえよう。　
� 本件の判例評釈として、管野浅雄・国税速報6315号27頁、西仲間浩・税経通信2014年6月号206頁、藤曲武美・税務弘報2014年5月号54頁など参照。


� グループ法人税制適用前（平成22年度前）である。


� 金子宏『租税法〔第１９版〕』354頁（弘文堂2014）。　


� 金子・前掲注3、356頁。


� 金子・前掲注3、357頁。


� 今村隆「再論・課税訴訟における要件事実論の意義」税大ジャーナル10号35頁。


� すべて裁判は、まず事実を認定し、これに法律を適用する。（法的三段論法）。実務では、事実認定の結果が裁判の結論に大きく影響する。その意味で、事実の適正な認定は裁判における極めて重要な課題である。金子宏ほか編『法律学小辞典〔第4版〕』500頁（有斐閣2004）。


� 後述する「私法上の法律構成による否認」の理論を肯定するに際し、納税者が税負担軽減ないし回避の意図・動機をもってある法律行為を選択した場合、これは納税者の「真意」に基づく「真実の法律行為」ではないことの重要な間接事実と考える（今村隆「租税回避行為の否認と契約解釈（4）」税理43巻3号209頁）。


� 「私法上の法律構成による否認」論については、酒井克彦『ブラッシュアップ租税法』56頁、212頁（財務詳報社2010）、同『ステップアップ租税法』354頁～362頁（財務詳報社2010）等を参照。


� 今村隆「租税回避行為の否認と契約解釈（1）」税理42巻14号208頁。


� 末崎衛「私法上の法律構成による否認についての一考察」税法学550号13頁。


� 今村・前掲注10、208、209頁。


�　金子・前掲注3、127頁。


� そのほか「私法上の法律構成による否認」を肯定的に捉えている裁判例として「りそな外国税額控除否認事件」（大阪地裁平成13年12月14日判決・民集59巻10号2933頁）等がある。


� そのほか「私法上の法律構成による否認」を否定した裁判例として「航空機リース事件」（名古屋地裁平成16年10月28日・判タ1204号224頁、「ガイダント事件」（東京地裁平成17年9月30日判決・判タ1266号185頁）、「ファイナイト再保険事件」（東京地裁平成20年11月27日判決・判時2037号22頁）、「武富士事件」（最高裁平成23年2月18日第二小法廷判決・判時2111号3頁）等がある。
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